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1はじめに
わが国では今、循環型社会の形成が環境政策の大きな
課題となっている。わが国の社会経済活動には、自然界
からの資源採取も含め、年間約20億トンの資源が国内外
から投入され、その5割程度が消費・廃棄に向かってい
る(11と言われている。そして、大還に排出された廃棄物
は、最終処分場の建設を巡る地域紛争や不法投棄の増大
など様々な社会問題を引き起こしている。
こうした問題に対応するため、国は、廃棄物の処理及
び清掃に関する法律（以下「廃掃法」というo)の累次に
わたる改正を行うとともに、2000年5月には循環型社会
形成推進基本法（以下「循環基本法」という。)を制定し
た。後者の法律では、循環型社会を「天然資源の消費を
抑制し、環境の負荷ができる限り低減される社会'2'」と
し、その実現に向けた基本的枠組みを明らかにした。ま
た、この法律の制定と前後して、容器包装、家電、建設
資材、食品残置等のリサイクルを促す法整備も進めてき
ている。
これらの法整備に共通した考え方は、物質循環の構築
である。つまり、静脈機能の整備による物質循環の構築
を通じて、環境負荷が低減された持続可能な社会の実現
を目指すことにある。
しかし、静脈機能の整備の在り方は、地域の置かれた
諸条件によって大きく異なると考えられる。例えば、人
口、産業が過度に集積する大都市と旧来の生活様式が残
る農山村地域とでは、静脈機能が産業として成立する可
能性や廃棄物の排出に関わる生活行動等にも自ずと差異
があろう。したがって、地域の物質循環を構築していく
には、国による対応に加え、地域環境経営を担う地方自
治体の政策形成が強く望まれるところである。
本論では、循環型社会を目指した国の取組みを概観し
つつ、地域の物質循環を構築する観点から地方自治体に
おける政策形成の課題を検討する。
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2循環型社会の形成を目指した国の取組み
循環型社会の形成に直接関係する法律は図lに示すと
おりである。これら法律の実施により、生産から流通、
消費、廃棄に至る物質の効率的な利用やリサイクルの推
進、さらには適正処理を図ることで、大量生産．大量消
費．大量廃棄型の社会経済システムからの脱却を目指そ
うとしている。現在、国においては、循環型社会の形成
を総合的、計画的に進めるため、2003年10月を目途とし
て基本計画の策定が進められているところである。
また、地域における物質循環の構築を図るうえで注目
すべき制度としては、1997年に創設されたエコタウン事
業がある。この事業は、地域におけるゼロエミッション,3，
の実現を目指し、環境産業の振興を通じた地域振興と、
地域における企業、住民、行政を包括した総合的な環境
調和型システムの構築を目的としたものであるo2001年
2月現在、全国で13の地方自治体"'が国の承認を受け事
業に取り組んでいる。
環境基本法
廃棄物の処理及び清掃に関
する法律
資源の有効な利用の促進に
関する法律
容器包装に係る分別収集及
び再商品化に関する法律
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食品循環資源の再生利用等
の促進に関する法律
建設工事に係る資材の再資
源化等に関する法律
図l循環型社会形成のための法体系






